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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

３．第57期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第 55 期中 第 56 期中 第 57 期中 第 55 期 第 56 期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 百万円 89,751 84,753 84,956 178,354 170,562 

経常利益 〃 998 665 417 2,282 1,377 

中間（当期）純利益 〃 402 338 545 1,508 812 

純資産額 〃 13,113 14,747 15,758 14,329 15,438 

総資産額 〃 43,449 39,698 44,912 40,744 38,889 

１株当たり純資産額 円 568.25 639.24 680.26 621.05 669.17 

１株当たり中間（当

期）純利益金額 
〃 17.45 14.69 23.66 65.37 35.2 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益金額 

〃 － － － － － 

自己資本比率 ％ 30.2 37.1 34.9 35.2 39.7 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 2,001 421 3,789 3,157 1,884 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
〃 △146 77 △7 23 112 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
〃 △4,005 △1,316 △766 △4,943 △2,703 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

〃 2,005 1,574 4,701 2,392 1,686 

従業員数 

[外、平均臨時雇用

者数] 

人 
1,146 

[    482] 

1,088 

 [    457] 

1,065 

[   506] 

1,086 

[    470] 

1,090 

[    507] 



(2)提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

回次 第 55 期中 第 56 期中 第 57 期中 第 55 期 第 56 期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 百万円 87,381 85,178 84,173 176,468 168,787 

経常利益 〃 947 796 469 2,210 1,444 

中間（当期）純利

益 
〃 384 466 643 1,406 929 

資本金 

（発行済株式総

数） 

〃 

(千株) 

3,719 

(23,121) 

3,719 

(23,121) 

3,719 

(23,121) 

3,719 

(23,121) 

3,719 

(23,121) 

純資産額 百万円 13,322 14,997 16,031 14,454 15,678 

総資産額 〃 41,997 39,608 44,912 40,545 38,796 

１株当たり純資産

額 
円 577.23 650.08 694.89 626.41 679.58 

１株当たり中間

（当期）純利益金

額 

〃 16.64 20.20 27.88 60.94 40.3 

潜在株式調整後１

株当たり中間（当

期）純利益金額 

〃 － － － － － 

１株当たり配当額 〃 － 3.00 3.00 6.00 7.00 

自己資本比率 ％ 31.7 37.9 35.7 35.65 40.4 

従業員数 

[外、平均臨時雇用

者数] 

人 
852 

[    218] 

832 

 [    208] 

854 

 [    250] 

805 

[    222]  

834 

 [    260] 



２【事業の内容】 

 当社グループは、当社、子会社11社、関連会社1社及びその他の関係会社1社で構成され、水産物、畜産物等の生鮮食

料品及び同加工品ならびに一般加工食品の卸売を主な内容とし、一部水産物、畜産物等の加工品製造、その他コンサル

ティング事業、物流事業等の活動を展開しております。 

 当グループの事業に係る位置付けは次の通りであります。 

＜水産事業＞ 

水産物製造・加工を行っていた子会社株式会社マルイチフーズ及びサンフレスコ株式会社の2社が、平成18年9月30日

をもって解散しております。 

＜一般食品事業＞ 

主な事業内容及び関係会社の異動はありません。 

＜畜産事業＞ 

主な事業内容及び主な関係会社の異動はありません。 

＜その他事業＞ 

小売店のボランタリーチェーン本部事業を行っていた甲信越地域スパー本部株式会社が、平成18年9月30日をもって

解散しております。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、次の連結子会社が解散しております。 

 （注）１．主要な事業内容の欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

名称 住所 
資本金 
（百万円）

主要な 
事業内容 

議決権の所有
割合又は被所
有割合（％）

関係内容 

（連結子会社） 
     

㈱マルイチフーズ 長野県長野市  20 水産事業 100.0 

商品・原料の供給及び同社製品の販売 

運転資金の貸付 

営業設備の賃貸 

サンフレスコ㈱ 長野県松本市  98 水産事業 100.0 

商品・原料の供給及び同社製品の販売 

運転資金の貸付 

営業設備の賃貸 

甲信越地域スパー本部㈱ 長野県長野市  30 その他事業 100.0 
業務委託 

運転資金の貸付 



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメント別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

（2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

（3）労働組合の状況 

 当社の労働組合はマルイチ労働組合と称し、組合員数は580名（平成18年９月30日現在）のユニオンショップ制

で、上部団体への加盟はありません。労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。 

 なお、提出会社以外のグループ会社には労働組合は結成されておりません。 

  平成18年９月30日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

水産部門 595 (304) 

食品部門 142  (43) 

畜産部門 118 (108) 

その他の部門  100  (20) 

管理部門 110  (31) 

合計  1,065 (506) 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 854 (250) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間における食品流通業界を取り巻く環境は、依然として小売業態間、店舗間における厳しい競

争が続いており、販売価格の低価格傾向も下げ止まりの実感がない状況であり、当社主力の水産物についても、懸

念された欧米諸国の需要増加に伴う国内原料高、製品安の傾向が続き、粗利益の確保が厳しい状況となりました。

 このような中で、当社グループにおきましては、「リストラから成長へ」をキーワードとした3ヵ年の中期経営

計画「スパイラルアップ2007」の2期目として、引き続き営業力強化のための「基盤整備」と「仕込み」の施策実

行に注力しました。 

 「基盤整備」の施策といたしましては、全社プロジェクトを基軸に、業務改革、営業の仕組み作り（業務設計）

に取り組み、機能強化の基盤となる情報システムの再構築（ＩＴ基盤整備等）に向けた業務改善を継続し、合わせ

て、コンプライアンス対応強化、内部統制強化を進めました。 

 「仕込み」の施策といたしましては、水産商品事業部を中心に、メーカー、産地とのアライアンスによる売場支

援の商品開発を強化し、また、「旬と鮮度」、「おいしさと食べやすさ」をキーワードに、これまで蓄積してきた

産地情報の整備と、それをもとにした顧客とのネットワーク作りに着手しました。 

 当中間連結会計期間における当社グループの売上高につきましては、一般食品事業における帳合変更や納入単価

の下落傾向など、減収要因はあったものの、水産事業において顧客ニーズの高い生鮮を基軸としたソリューション

型営業の強化により、首都圏、中京圏エリアにおける売上高が増加したことから、849億56百万円（前年同期比

100.2％）の増収となりました。 

 経常利益につきましては、販売競争の激化に伴い、利益率が低下したことに加え、小売業のセンターフィーなど

の販売経費が増加したことにより、4億17百万円（前年同期比62.7％）となりました。 

 中間純利益につきましては、当社グループ内の機能見直しを行い、水産物製造・加工の子会社等を整理したこと

により、5億45百万円（前年同期比161.0％）となりました。 

  当中間期のセグメント別の概況 

※各セグメントの売上高については、セグメント間の内部売上高を除いて記載しております 

① 水産事業セグメント 

売上高   579億16百万円（前年同期比 102.4％） 

営業利益  １億36百万円（前年同期比  49.5％） 

《業界の動向》 

・ぶり、かんぱち、たいなどの養殖魚相場が前年と比較して高騰し、特に第1四半期（平成18年4～6月）を

中心に、この傾向が顕著となりました。 

・水産加工品においては、原料高、製品安の傾向が続く中、商社、水産会社、メーカーによる競争が激化

し、小売店頭を基点とした差別化商品の開発がより求められています。 

《業績の概況》 

・首都圏・中京圏エリアの新規及び既存顧客の食品スーパーを中心に、水産生鮮を基軸としたリテールサ

ポート型の営業を強化したことにより、売上高が増加しました。 

・第1四半期における大衆魚の不漁による相場高や養殖魚の相場高、また前期から引き続いた水産加工品原

料高の影響を販売価格に転嫁しきれなかったことにより、営業利益が減少しました。 

・組織小売業へのセンターフィー等の販売経費が増加したことにより、営業利益が減少しました。 

《施策の進捗状況》 

・顧客基点、店頭基点の提案営業（リテールサポート型営業）を徹底し、特に首都圏、中京圏エリアにおい

ては、新規顧客の開拓と既存顧客のシェアアップを図ることができ、売上高が拡大しました。 

・水産商品事業部を中心に、産地、メーカーとのアライアンスを強化し、オリジナル商品の開発を進めまし

た。具体例としては、天然の優位性を活かした北米（アラスカ）における、いくら、紅鮭の商品開発を現

地工場や国内調味料メーカーとのアライアンスにより実現しました。 

② 一般食品事業セグメント 

売上高   172億85百万円（前年同期比  95.9％） 

営業利益  １億１百万円（前年同期比  74.8％） 

《業界の動向》 

・ホームセンター、ドラッグストア、ディスカウントストアなど業態間や小売店舗間の競争が厳しさを増し

ており、販売価格の低価格傾向が継続しました。 



・小売業においては、厳しい競争環境の中で生き残りをかけた同業者間の提携、グループ化、また全国展開

をする小売業における政策的な大手卸への取引集約等が引き続き実施されています。 

《業績の概況》 

・小売業の政策変更（帳合変更）の影響や全般的な納入単価下落の影響により、売上高及び営業利益が減少

しました。 

・売上高減少に伴う営業利益の減少に対し、販管費の削減を進めましたが、それをカバーするには至らず、

営業利益が減少しました。 

《施策の進捗状況》 

・地域卸としての強みを活かすため、各カテゴリーにおける主要取り組みメーカーとのエリア政策、マーケ

ット政策、目標値の共有化を図るための取り組み会議を随時実行し、顧客への販促提案、当社ならではの

クロスマーチャンダイジング企画等につなげました。 

・ローコストオペレーションへの施策として、モデル部署を設定し、営業、事務、物流それぞれの業務とそ

の連携について、改めて見直しを行い、その仕組み作りを推進しました。 

③ 畜産事業セグメント 

売上高   96億２百万円（前年同期比  95.7％） 

営業損失     32百万円（前年同期は54百万円の営業利益) 

《業界の動向》 

・牛肉においては、米国産牛肉の輸入動向の影響により、豪州産、国産牛肉等の相場が高値傾向で推移し、

夏場の需要期における消費動向も、例年に比べ低調に終わりました。 

・豚肉においては、国産豚肉は出荷頭数等ほぼ例年通りに推移しましたが、輸入豚肉については、冷凍品の

在庫調整が進まず、輸入量は減少傾向が続きました。 

・鶏肉においては、供給過剰、需要不振の状況により相場が低迷しました。 

《業績の概況》 

・鶏肉の相場低迷、店頭の消費不振の影響を受け、売上高が減少しました。 

・米国産牛肉の再輸入禁止の影響により、国産牛肉及び豪州産牛肉の価格が高騰し、粗利益率が低下したこ

とから、営業利益が減少しました。 

《施策の進捗状況》 

・当社オリジナル調理加工品豪州産マイルドビーフ製品を中心に、外食・業務用チャネルへの販売拡大が出

来ましたが、原料相場高騰の影響により、利益額は確保できませんでした。 

・信州牛、信州ハーブ鶏を中心とした地産地消の商品開発を進め信州ブランドにおける長野県内エリアへの

浸透と県外エリアへの拡販を図りました。 

④ その他事業セグメント 

（物流事業、冷蔵庫事業、ＯＡ機器・通信機器販売及び保険代理店事業） 

売上高   １億53百万円（前年同期比   97.7％） 

営業利益    41百万円（前年同期比  117.1％） 

(注) 上記の記載金額及びこれ以降に記載しております売上高、仕入高等には消費税等に含まれておりません。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末

に比べ30億15百万円増加し、当中間連結会計期間末では47億1百万円となりました。これは営業活動によるキャッ

シュ・フローが37億89百万円となる一方、借入金の返済を進めたことによるものであります。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は37億89百万円（前年同期に得られた資金は４億21百万円）となりました。これは

主に税金等調整前中間純利益が３億94百万円となり、また仕入債務の増加額が34億30百万円（売上債権増加見合分

控除後）となったこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は7百万円（前年同期に得られた資金は77百万円）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は7億66百万円（前年同期に使用した資金は13億16百万円）となりました。これは

財務体質の改善を図る中で、借入金の返済を進めたことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、食品卸売事業の補完機能として製造加工業務を行っており、生産実績は

仕入実績に含めて記載しております。なお、受注生産は行っておりません。 

(1）仕入実績 

 当中間連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

(2）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） １．総販売実績に対して10％以上に該当する販売先はありません。 

          ２．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はあ

りません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

事業部門の名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

水産事業（百万円） 50,925 102.9 

一般食品事業（百万円） 15,329 95.9 

畜産事業（百万円） 8,624 95.3 

その他事業（百万円） 345 116.6 

合計（百万円） 75,225 100.5 

事業部門の名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

水産事業（百万円） 57,916 102.4 

一般食品事業（百万円） 17,285 95.9 

畜産事業（百万円） 9,602 95.7 

その他事業（百万円） 153 97.7 

合計（百万円） 84,956 100.2 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却等の計画はありません。  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 63,000,000 

計 63,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月15日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 23,121,000  同左 
名古屋証券取引所 

（市場第２部） 
－ 

計 23,121,000  同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成18年４月１日～ 

平成18年９月30日  
－  23,121,000  －  3,719  －  3,380 



(4）【大株主の状況】 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目６番３号 4,625 20.00 

有限会社ニシナ興産 長野県長野市若里７丁目13番21号 1,414 6.12 

株式会社八十二銀行 長野県長野市大字中御所字岡田178番地８ 1,107 4.79 

国分株式会社 東京都中央区日本橋１丁目１番１号 1,020 4.41 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 1,014 4.39 

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町１丁目２番１号 982 4.25 

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通り１丁目２番26号 740 3.20 

株式会社久保田興産 長野県長野市青木島町大塚950番地５ 739 3.20 

株式会社長野銀行 長野県松本市渚２丁目９番38号 679 2.94 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番地１号 590 2.56 

計 － 12,913 55.85 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    50,700 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  23,028,200 230,282 － 

単元未満株式 普通株式    42,100 － 
１単元（100株）未満

の株式 

発行済株式総数 23,121,000 － － 

総株主の議決権 － 230,282 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

㈱マルイチ産商 
長野県長野市市場３

番地48 
50,700 － 50,700 0.22 

計 － 50,700 － 50,700 0.22 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は名古屋証券取引所市場第２部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1）新任役員 

 該当事項はありません。 

(2）退任役員 

 該当事項はありません。 

(3）役職の異動 

（注）当社では、業務執行の一層の効率化と迅速化を推進し、組織の活性化を図ることを目的として、執行役員制度を導

入しております。執行役員は15名で構成され、取締役兼務者8名を除く次の7名は平成18年7月1日に選任されており

ます。 

執行役員 藤井 和雄  総務人事担当兼総務人事部長兼シェアードサービスセンタータスクフォース担当 

執行役員 土屋 修一  業務設計担当兼業務設計部長兼コードセンタータスクフォース担当 

執行役員 渡辺 英夫  経理財務担当兼リスクマネジメントオフィス担当兼リスクマネジメントオフィス部長

執行役員 永井 信一  畜産デリカ商品本部長 

執行役員 白井 幸男  食品商品本部長 

執行役員 藤沢 政俊  東北信事業部事業部長補佐兼長野支社長 

執行役員 原田 文彦  中南信事業部事業部長補佐兼甲府支社長   

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 790 768 798 901 900 898 

最低（円） 756 700 702 737 810 763 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役社長 

水産生鮮アライアンス推

進タスクフォース担当兼

全社内部統制推進タスク

フォース担当  

取締役社長  ――――― 今村 忠如 平成18年10月1日 

取締役 

専務執行役員営業部門統

括兼デイリー冷食商品本

部担当兼ＲＳ部担当兼受

発注ロジＩＴ標準化タス

クフォース担当 

取締役  

専務執行役員営業部門統

括兼デイリー冷食商品本

部担当兼ＲＳ部担当兼人

事担当 

榊原 剛  平成18年10月1日 

取締役 

常務執行役員チーフ・コ

ンプライアンス・オフィ

サー 

取締役 

常務執行役員チーフ・コ

ンプライアンス・オフィ

サー兼リスクマネジメン

トオフィス・総務担当 

檀原 崇男 平成18月7月1日  

取締役 
常務執行役員水産商品事

業部長 
取締役 

常務執行役員水産商品事

業部長兼畜産デリカ商品

本部担当 

小澤 登志男 平成18月7月1日  

取締役 
執行役員営業部門業務標

準化・関係会社担当 
取締役 

執行役員食品商品本部担

当 
仁科 圭右 平成18月7月1日  

取締役 
執行役員首都圏・中京圏

事業部長 
取締役 

執行役員首都圏事業部長

兼中京圏事業部長 
塩入 廣幸 平成18年10月1日 

取締役 
執行役員業務設計・経理

財務統括兼経営企画担当 
取締役 

執行役員経営企画部・経

理財務部・ＩＴソリュー

ションオフィス・業務改

善推進部担当 

宮下 隆 平成18年10月1日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基

づき、当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

いて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30

日）及び当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）及び当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）の中

間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金 ※2   1,628     4,725     1,709   

２．受取手形及び売
掛金 

※3   13,625     16,727     13,155   

３．たな卸資産     3,410     3,160     3,111   

４．繰延税金資産     354     331     387   

５．未収入金     1,750     1,770     1,880   

６．その他     305     238     234   

貸倒引当金     △234     △274     △240   

流動資産合計     20,841 52.5   26,677 59.4   20,238 52.0 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産 ※1                   

(1）建物及び構築
物 

※2 6,242     5,844     5,990     

(2）土地 ※2 7,921     7,607     7,607     

(3）その他   483 14,647 (36.9) 402 13,854 (30.9) 434 14,031 (36.1)

２．無形固定資産     106 (0.3)   98 (0.2)   105 (0.3)

３．投資その他の資
産 

                    

(1）投資有価証券 ※2  3,298     3,639     3,783     

(2）その他   877     724     804     

貸倒引当金   △72 4,103 (10.3) △81 4,281 (9.5) △75 4,512 (11.6)

固定資産合計     18,857 47.5   18,234 40.6   18,650 48.0 

資産合計     39,698 100.0   44,912 100.0   38,889 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．支払手形及び買
掛金 

※2,3   15,016     21,388     14,372   

２．短期借入金 ※2   3,609     2,490     2,700   

３．一年以内返済予
定長期借入金 

※2   923     771     872   

４．未払金     948     1,281     1,050   

５．未払法人税等     350     216     487   

６．賞与引当金     550     495     598   

７．その他     481     468     441   

流動負債合計     21,880 55.1   27,113 60.4   20,523 52.8 

Ⅱ 固定負債                     

１．長期借入金 ※2   1,785     1,067     1,428   

２．役員退職慰労引
当金 

    240     256     248   

３．債務保証損失引
当金 

    385     304     304   

４．繰延税金負債     361     99     585   

５．その他     237     312     295   

固定負債合計     3,009 7.6   2,041 4.5   2,862 7.3 

負債合計     24,890 62.7   29,154 64.9   23,386 60.1 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（少数株主持分）                     

少数株主持分     60 0.2   － －   64 0.2 

           

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     3,719 9.3   － －   3,719 9.6 

Ⅱ 資本剰余金     3,380 8.5   － －   3,380 8.7 

Ⅲ 利益剰余金     7,026 17.7   － －   7,430 19.1 

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    665 1.7   － －   952 2.4 

Ⅴ 自己株式     △44 △0.1   － －   △44 △0.1 

資本合計     14,747 37.1   － －   15,438 39.7 

負債、少数株主持
分及び資本合計 

    39,698 100.0   － －   38,889 100.0 

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本                  

１．資本金    － －  3,719 8.3  － － 

２．資本剰余金    － －  3,380 7.5  － － 

３．利益剰余金    － －  7,883 17.6  － － 

４．自己株式    － －  △44 △0.1  － － 

株主資本合計    － －  14,939 33.3  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１．その他有価証券
評価差額金 

   － －  754 1.7  － － 

評価・換算差額等
合計 

   － －  754 1.7  － － 

Ⅲ 少数株主持分    － －  64 0.1  － － 

純資産合計    － －  15,758 35.1  － － 

負債純資産合計    － －  44,912 100.0  － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     84,753 100.0   84,956 100.0   170,562 100.0 

Ⅱ 売上原価     74,814 88.3   75,175 88.5   150,247 88.1 

売上総利益     9,939 11.7   9,780 11.5   20,315 11.9 

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

※1    9,438 11.1   9,533 11.2   19,204 11.2 

営業利益     500 0.6   246 0.3   1,110 0.7 

Ⅳ 営業外収益                     

１．受取利息   3     3     6     

２．受取配当金   39     43     48     

３．賃貸料   65     61     116     

４．その他   96 204 0.2 88 195 0.2 165 336 0.2 

Ⅴ 営業外費用                     

１．支払利息   29     23     56     

２．その他   9 39 0.0 0 24 0.0 13 69 0.1 

経常利益     665 0.8   417 0.5   1,377 0.8 

Ⅵ 特別利益                     

１．貸倒引当金戻入
益 

  13     －     14     

２．固定資産売却益 ※2  19     6     20     

３．投資有価証券売
却益 

  2     3     14     

４．債務保証損失引
当金戻入益 

  －     －     80     

５．その他   0 35 0.0 0 10 0.0 0 130 0.1 

Ⅶ 特別損失                     

１．固定資産除売却
損 

※3  6     20     46     

２．投資有価証券評
価損 

  0     －     0     

３．債権売却損   －     －     3     

４．減損損失  ※4  7     －     7     

５．貸倒引当金繰入
額  

  －     1     －     

６．その他   0 14 0.0 12 34 0.0 2 61 0.1 

税金等調整前中
間（当期）純利
益 

    686 0.8   394 0.5   1,446 0.8 

法人税、住民税
及び事業税 

  367     141     652     

法人税等調整額   △23 344 0.4 △296 △154 △0.1 △25 627 0.3 

少数株主利益     3 0.0   2 0.0   7 0.0 

中間（当期）純
利益 

    338     545 0.6   812 0.5 

            



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の連結
剰余金計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     3,380 3,380 

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    3,380 3,380 

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     6,825 6,825 

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１ 中間(当期)純利益   338 338 812 812 

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１ 自己株式処分差損   － 0   

２ 配当金   138 138 207 207 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    7,026 7,430 

        



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自平成18年4月1日 至平成18年9月30日） 

(注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
3,719 3,380 7,430 △44 14,485 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当 (注)     △92   △92 

中間純利益     545   545 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 453 △0 453 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
3,719 3,380 7,883 △44 14,939 

 

評価・換算差額等 

少数株主持
分 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
952 952 64 15,502 

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当 (注)       △92 

中間純利益       545 

自己株式の取得       △0 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△197 △197 0 △197 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△197 △197 0 255 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
754 754 64 15,758 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

        

税金等調整前中間（当
期）純利益 

  686 394 1,446 

減価償却費   329 299 677 

減損損失   7 － 7 

退職給付引当金の増加
額 

  109 76 202 

役員退職慰労引当金の
増加額 

  7 8 16 

賞与引当金の増加額
（△減少額） 

  △15 △102 32 

貸倒引当金の増加額
（△減少額） 

  △23 40 △15 

投資有価証券売却益   △2 △3 △14 

支払利息   29 23 56 

売上債権の減少額（△
増加額） 

  141 △3,584 589 

たな卸資産の減少額
（△増加額） 

  △15 △49 282 

仕入債務の増加額（△
減少額） 

  △286 7,015 △929 

その他流動資産の減少
額（△増加額） 

  △59 △154 112 

その他流動負債の増加
額（△減少額） 

  △109 272 △104 

その他   △46 △13 △2 

小計   753 4,223 2,358 

利息及び配当金の受取
額 

  42 46 55 

利息の支払額   △28 △21 △53 

法人税等の支払額   △353 △559 △481 

法人税等の還付額   7 101 7 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  421 3,789 1,884 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

        

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △158 △134 △202 

有形固定資産の売却に
よる収入 

  198 261 240 

投資有価証券の取得に
よる支出 

  △6 △192 △15 

投資有価証券の売却に
よる収入 

  33 8 50 

貸付けによる支出   △80 △1 △180 

貸付金の回収による収
入 

  87 43 224 

定期預金の払戻による
収入 

  28 － 100 

定期預金の預入による
支出 

  △40 △0 △81 

その他   15 7 △24 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  77 △7 112 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

        

短期借入金の純減少額   △590 △210 △1,500 

長期借入による収入   － － 130 

長期借入金の返済によ
る支出 

  △587 △462 △1,124 

自己株式の純増加額   △0 △0 △0 

配当金の支払額   △137 △91 △206 

少数株主への配当金の
支払額 

  △1 △2 △1 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △1,316 △766 △2,703 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
加額（△減少額） 

  △817 3,015 △706 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  2,392 1,686 2,392 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高 

※ 1,574 4,701 1,686 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社数       13社 

主要な連結子会社名 

大信畜産工業㈱、㈱丸一北海

屋、㈱マルイチフーズ、ファー

ストデリカ㈱、サンフレスコ㈱ 

 

 前連結会計年度において連結

子会社でありましたマルイチ国

分リカー㈱は清算したため、連

結の範囲から除いております 

連結子会社数       11社 

主要な連結子会社名 

大信畜産工業㈱、㈱丸一北海

屋、ファーストデリカ㈱  

  

連結子会社数       11社 

主要な連結子会社名 

大信畜産工業㈱、㈱丸一北海

屋、㈱マルイチフーズ、ファー

ストデリカ㈱、サンフレスコ 

 

  前連結会計年度において連結

子会社でありましたマルイチ国

分リカー㈱、㈱スエトシフーズ

及び㈲天竹水産は清算したため

連結の範囲から除外しておりま

す。なお、清算時までの損益計

算書については連結しておりま

す。 

２．持分法の適用に関する事

項 

      

持分法適用会社の数及

び持分法適用会社名 

① 持分法適用関連会社数 

2社 

① 持分法適用関連会社数 

1社 

① 持分法適用関連会社数 

1社 

  ② 持分法適用関連会社名 

グリーンフード㈱ 

㈱北信食肉センター 

  

  ㈱諏訪中央魚市場は、株式売却

（平成17年9月30日）により持分法

適用会社から除外しております。 

② 持分法適用関連会社名 

㈱北信食肉センター 

② 持分法適用関連会社名 

㈱北信食肉センター 

  

㈱諏訪中央魚市場及びグリーンフ

ード㈱は、株式売却により持分法

適用会社から除外しております。

３．連結子会社の（中間）決

算日等に関する事項 

 連結子会社の中間期の末日はす

べて中間連結決算日と同日であり

ます。 

同    左  連結子会社の事業年度の末日は

すべて連結決算日と同日でありま

す。 

４．会計処理基準に関する事

項 

      

 (1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同    左 

時価のないもの 

同    左 

  ロ デリバティブ 

時価法 

ロ   ―――――――― 

  

ロ   ―――――――― 

  

  ハ たな卸資産 

 中間連結財務諸表提出会社

は、移動平均法による原価法。

なお、一部の生鮮品については

個別法による原価法によってお

ります。連結子会社は主とし

て、最終仕入原価法によってお

ります。 

ハ たな卸資産 

同    左 

ハ たな卸資産 

 連結財務諸表提出会社は、移

動平均法による原価法。なお、

一部の生鮮品については個別法

による原価法によっておりま

す。連結子会社は主として、最

終仕入原価法によっておりま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (2）重要な減価償却資産の

減価償却方法 

イ 有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

を採用しております。なお、主

な耐用年数は、次のとおりであ

ります。 

イ 有形固定資産 

同    左 

イ 有形固定資産 

同    左 

  建物及び構築物 15年～38年

その他（機械装

置及び運搬具） 
4年～13年

    

  ロ 無形固定資産 

（イ）ソフトウェア（自社利用） 

 社内における見込利用可能

期間（5年）に基づく定額法に

よっております。 

ロ 無形固定資産 

（イ）ソフトウェア（自社利用） 

同    左 

ロ 無形固定資産 

（イ）ソフトウェア（自社利用） 

同    左 

  （ロ）その他の無形固定資産 

 定額法 

（ロ）その他の無形固定資産 

同    左 

（ロ）その他の無形固定資産 

同    左 

 (3）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

イ 貸倒引当金 

同    左 

イ 貸倒引当金 

同    左 

  ロ 賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に充て

るため、支給見込額のうち当中

間連結会計期間の負担額を計上

しております。 

ロ 賞与引当金 

同    左 

ロ 賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に備え

るため、翌連結会計年度の支給

見込額のうち当連結会計年度の

負担額を計上しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ハ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。なお、当中間連結会計期間

末における年金資産見込額が、

退職給付債務に未認識過去勤務

債務及び未認識数理計算上の差

異を加減した額を超過している

ため、前払年金費用を投資その

他の資産の「その他」に含めて

計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により、それぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。 

 また、過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により、発生時か

ら費用処理しております。 

ハ 退職給付引当金 

同    左  

ハ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度

末において発生していると認め

られる額を計上しております。

また、当連結会計期間末におけ

る年金資産見込額が、退職給付

債務に未認識過去勤務債務及び

未認識数理計算上の差異を加減

した額を超過しているため、前

払年金費用を投資その他の資産

の「長期前払費用」に含めて計

上しております。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により、それぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間内

の一定の年数（10年）による定

額法により、発生時から費用処

理しております。 

  （追加情報） 

 当社は、確定給付企業年金法

の施行に伴い、厚生年金基金の

代行部分について、平成17年2

月28日に厚生労働大臣から過去

分返上の認可を受け、平成17年

7月15日に国に返還額（最低責

任準備金）の納付を行いまし

た。 

 なお、これによる当中間連結

会計期間の損益に与える影響額

は、軽微であります。 

―――――――― 

  

（追加情報） 

 当社は、確定給付企業年金法

の施行に伴い、厚生年金基金の

代行部分について、平成17年2月

28日に厚生労働大臣から過去分

返上の認可を受け、平成17年7月

15日に国に返還額（最低責任準

備金）の納付を行いました。 

 なお、これによる当連結会計

年度の損益に与える影響額は、

軽微であります。 

  ニ 役員退職慰労引当金 

 中間連結財務諸表提出会社

は、役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく中間

連結会計期間末の要支給額を計

上しております。 

ニ 役員退職慰労引当金 

 中間連結財務諸表提出会社

は、役員及び執行役員への退職

慰労金の支給に備えるため、内

規に基づく中間連結会計期間末

の要支給額を計上しておりま

す。 

 なお、執行役員制度は平成18

年７月より導入しております。 

ニ 役員退職慰労引当金 

 連結財務諸表提出会社は、役

員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

   ホ 債務保証損失引当金 

 債務保証等の損失に備えるた

め、被保証先の財政状態等を勘

案し、損失負担見込額を計上し

ております。 

 ホ 債務保証損失引当金 

同    左 

 ホ 債務保証損失引当金 

同    左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同    左 同    左 

 (5）重要なヘッジ会計の方

法 

イ ヘッジ会計の方法 

 ヘッジ会計の要件を満たす金

利スワップ取引については繰延

ヘッジを採用し、為替予約取引

については振当処理を採用して

おります。 

イ    ――――――― イ ヘッジ会計の方法 

 ヘッジ会計の要件を満たす金

利スワップ取引については繰延

ヘッジを採用し、為替予約取引

については振当処理を採用して

おります。 

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

 借入金の金利支払に係る金利

変動リスクをヘッジするため

に、金利スワップを利用してお

ります。また、外貨建金銭債権

債務の為替変動リスクをヘッジ

するために為替予約を利用して

おります。 

ロ    ――――――― ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

 借入金の金利支払に係る金利

変動リスクをヘッジするため

に、金利スワップを利用してお

ります。また、外貨建金銭債権

債務の為替変動リスクをヘッジ

するために為替予約を利用して

おります。 

  ハ ヘッジ方針 

 ヘッジ対象の識別及びヘッジ

手段の選択は、保有している借

入金または外貨建金銭債権債務

の範囲内で、ヘッジ手段の契約

時に個別に社長決裁稟議を経て

実施する方針であります。 

ハ    ――――――― ハ ヘッジ方針 

 ヘッジ対象の識別及びヘッジ

手段の選択は、保有している借

入金または外貨建金銭債権債務

の範囲内で、ヘッジ手段の契約

時に個別に社長決裁稟議を経て

実施する方針であります。 

  ニ ヘッジ有効性評価の方法 

 毎月末経理財務部において、

ヘッジ対象である借入金または

外貨建金銭債権債務とヘッジ手

段である金利スワップまたは為

替予約残高との対応関係につい

て把握し管理しております。 

ニ    ――――――― ニ ヘッジ有効性評価の方法 

 毎月末経理財務部において、

ヘッジ対象である借入金または

外貨建金銭債権債務とヘッジ手

段である金利スワップまたは為

替予約残高との対応関係につい

て把握し管理しております。 

 (6）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同    左 

消費税等の会計処理 

同    左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）の範囲は、手許現金、要

求払預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資であります。 

同    左  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）の範囲は、手許現金、要求払

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から 

３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資であります。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年4月1日 
至 平成17年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年4月1日 
至 平成18年3月31日） 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

────── 

   当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に該当す

る金額は15,693百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）  ―――――――――― 

 投資活動によるキャッシュ・フローの「定期預金の払

戻による収入」及び「定期預金の預入による支出」は、

前中間連結会計期間は「その他」に含めて表示しており

ましたが、金額的重要性が増したため区分掲記しており

ます。 

 なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれてい

る「定期預金の払戻による収入」及び「定期預金の預入

による支出」は軽微であります。 

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、11,381百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、11,746百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、11,584百万円でありま

す。 

※２ 担保に供している資産及び対

応する債務は下記のとおりで

あります。 

(1）担保資産 

※２ 担保に供している資産及び対

応する債務は下記のとおりで

あります。 

(1）担保資産 

※２ 担保に供している資産及び対

応する債務は下記のとおりで

あります。 

(1）担保資産 

建物及び構築物  938百万円

土地  2,577百万円

計  3,515百万円

建物及び構築物 887百万円

土地 2,421百万円

計 3,309百万円

建物及び構築物 912百万円

土地 2,421百万円

計 3,333百万円

(2）対応する債務 (2）対応する債務 (2）対応する債務 

支払手形及び買

掛金 
  214百万円

短期借入金    995百万円

長期借入金 

（一年以内返済

予定分を含む） 

   181百万円

計  1,391百万円

支払手形及び買

掛金 
218百万円

短期借入金 515百万円

長期借入金 

（一年以内返済

予定分を含む） 

537百万円

計 1,271百万円

支払手形及び買

掛金 
212百万円

短期借入金 675百万円

長期借入金 

（一年以内返済

予定分を含む） 

416百万円

計 1,303百万円

(3) また、預金8百万円及び投資

有価証券445百万円（中間連

結会計期間末簿価）を取引

保証のため担保に供してお

ります。 

(3) また、投資有価証券451百万

円（中間連結会計期間末簿

価）を取引保証のため担保

に供しております。 

(3) また、投資有価証券498百万

円（期末簿価）を取引保証

のため担保に供しておりま

す。 

※３    ―――――― ※３ 中間連結会計期間末日満期手

形  

 中間連結会計期間末日満期

手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理

をしております。なお、当中

間連結会計期間の末日は金融

機関の休日であったため、次

の中間連結会計期間末日満期

手形が中間連結会計期間末残

高に含まれております。 

受取手形    40百万円 

支払手形    587百万円  

※３    ――――――  



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

販売運賃  2,341百万円

従業員給料  3,221百万円

賞与引当金繰入

額 
   541百万円

役員退職慰労引

当金繰入額 
 8百万円

販売運賃 2,361百万円

従業員給料 3,291百万円

賞与引当金繰入

額 
483百万円

役員退職慰労引

当金繰入額 
9百万円

販売運賃 4,767百万円

従業員給料 6,385百万円

賞与引当金繰入

額 
593百万円

役員退職慰労引

当金繰入額 
17百万円

※２ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。 

※２ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。 

※２ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。 

機械装置及び運

搬具 
 6百万円

土地 13百万円

計  19百万円

機械装置及び運

搬具 
6百万円

計 6百万円

機械装置及び運

搬具 
6百万円

土地 14百万円

計 20百万円

※３ 固定資産除売却損の内訳は次

のとおりであります。 

※３ 固定資産除売却損の内訳は次

のとおりであります。 

※３ 固定資産除売却損の内訳は次

のとおりであります。 

建物及び構築物

売却 
 2百万円

機械装置及び運

搬具除却 
  0百万円

器具備品売却  0百万円

器具備品除却 1百万円

電話加入権 2百万円

撤去費用  0百万円

計   6百万円

建物及び構築物

売却 
2百万円

建物及び構築物

除却 
9百万円

機械装置及び運

搬具売却 
0百万円

機械装置及び運

搬具除却 
4百万円

器具備品売却 0百万円

器具備品除却 1百万円

電話加入権 1百万円

計 20百万円

建物及び構築物

売却 
10百万円

機械装置及び運

搬具売却 
1百万円

機械装置及び運

搬具除却 
2百万円

器具備品売却 3百万円

器具備品除却 3百万円

土地売却 24百万円

電話加入権 0百万円

撤去費用 0百万円

計 46百万円

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※４ 当社グループは、保有固定資

産を各事業部別に把握したうえ

で地域事業部毎に当該地域の戦

略・顧客政策を勘案してグルー

プ化し、減損会計を適用してお

ります。 

 継続的な地価の下落及び資産

グループ単位の収益性等を踏ま

え検証した結果、以下の不動産

については、将来キャッシュ・

フローによって当該資産の簿価

を全額回収できる可能性が低い

と判断し、帳簿価格を回収可能

額まで減額し、当該減少額を減

損損失（土地7百万円、建物0百

万円）として特別損失に計上し

ております。 

 なお、当該資産の回収可能額

は正味売却価額により測定して

おります。 

※４       ―――――― ※４ 当社グループは、保有固定資

産を各事業部別に把握したうえ

で地域事業部毎に当該地域の戦

略・顧客政策を勘案してグルー

プ化し、減損会計を適用してお

ります。 

 継続的な地価の下落及び資産

グループ単位の収益性等を踏ま

え検証した結果、以下の不動産

等については、将来キャッシ

ュ・フローによって当該資産の

簿価を全額回収できる可能性が

低いと判断し、帳簿価格を回収

可能額まで減額し、当該減少額

を減損損失（土地7百万円、建物

0百万円）として特別損失に計上

しております。 

 なお、当該資産の回収可能額

は正味売却価額により測定して

おります。 

（注）地域区分のうち、その他は長

野県のエリア外の地域を指し

ます。 

地域 主な用途 種類 
減損損失 

(百万円) 

その他 遊休不動産 

土地及

び建物

等 

7

  

  

地域 主な用途 種類 
減損損失

(百万円)

山梨県 遊休不動産 

土地及

び建物

等 

7



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式 23,121 － － 23,121 

合計 23,121 － － 23,121 

自己株式     

普通株式（注） 50 0 － 50 

合計 50 0 － 50 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 92 4 平成18年３月31日 平成18年６月27日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月10日 

取締役会 
普通株式 69 利益剰余金 3 平成18年９月30日 平成18年12月11日

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間連結会

計期間末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関

係 （平成17年９月30日現在） 

※ 現金及び現金同等物の中間連結会

計期間末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関

係 （平成18年９月30日現在） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成18年3月31日現在） 

現金及び預金勘定   1,628百万円

預入期間が３か月

を超える定期預金 
  △ 53百万円

現金及び現金同等

物 
  1,574百万円

現金及び預金勘定 4,725百万円

預入期間が３か月

を超える定期預金 
△ 23百万円

現金及び現金同等

物 
4,701百万円

現金及び預金勘定 1,709百万円

預入期間が３か月

を超える定期預金 
△ 23百万円

現金及び現金同等

物 
 1,686百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間連結会

計期間末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間連結会

計期間末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び連結会計年

度末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間連結
会計期間
末残高相
当額 
(百万円) 

有形固定
資産その
他 

849 498 350 

合計 849 498 350 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間連結
会計期間
末残高相
当額 
(百万円)

有形固定
資産その
他 

812 452 359

合計 812 452 359

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

連結会計
年度末残
高相当額
(百万円)

有形固定
資産その
他 

788 477 311

合計 788 477 311

② 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間連結会計期間

末残高相当額 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間連結会計期間

末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額

等 

未経過リース料連結会計年度末

残高相当額 

１年以内    155百万円

１年超    201百万円

合計   357百万円

１年以内 130百万円

１年超 233百万円

合計 364百万円

１年以内 135百万円

１年超 180百万円

合計 316百万円

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

支払リース料    96百万円

減価償却費相当額    92百万円

支払利息相当額 3百万円

支払リース料 91百万円

減価償却費相当額 87百万円

支払利息相当額 3百万円

支払リース料   183百万円

減価償却費相当額 175百万円

支払利息相当額 6百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法

は、リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法

によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっておりま

す。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同    左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同    左 

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損

損失はありません。  

 （減損損失について） 

同    左  

 （減損損失について） 

同    左  



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

種類 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 1,602 2,720 1,118 

(2)債券 － － － 

(3)その他 10 9 △0 

合計 1,612 2,730 1,117 

種類 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 568 

種類 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 1,801 3,067 1,265 

(2)債券 － － － 

(3)その他 10 11 0 

合計 1,811 3,078 1,266 

種類 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 560 



前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項ありません。 

前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項ありません。 

種類 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 1,611 3,208 1,596 

(2)債券 － － － 

(3)その他 10 12 2 

合計 1,621 3,220 1,598 

種類 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 562 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

取扱う商品及び提供するサービスの性質を勘案して区分しております。 

２．各事業の主な内容 

水産事業……水産物、水産加工品、日配品及び冷凍食品の販売事業 

一般食品事業……加工食品及び菓子の販売事業 

畜産事業……畜産物及び畜産加工品の販売事業 

その他事業……事務機器、ＯＡ販売、保険代理店事業、物流業務及びコンサルティング事業 

３．営業費用は全て各セグメントに配賦しております。 

４．事業区分の方法の変更 

 事業区分の方法については、従来「食品卸売事業」及び「その他の事業」に区分しており、「食品卸売事

業」の連結売上高、営業利益及び総資産合計が、いずれも全セグメントに占める割合が90％を超えているた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりましたが、当連結会計年度より「水産事業」「一般

食品事業」「畜産事業」「その他事業」に変更しております。 

 これは、平成15年度から進めてきましたリストラ型の中期経営計画「Ｖ字改革21」を見直し、平成17年8

月に新たに策定した中期経営計画「スパイラルアップ2007」において、従来の長野県及び周辺エリアと首都

圏及び中京圏のエリア別管理に加え、「水産事業」「一般食品事業」「畜産事業」の各事業別に戦略の明確

化、施策の実施、採算管理及び業績評価を行う方針としたことに基づき、当社グループの事業実態をより適

切に開示するためのものであります。 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

取扱う商品及び提供するサービスの性質を勘案して区分しております。 

 
水産事業 

（百万円） 

一般食品 
事業 

（百万円）

畜産事業 

（百万円）

その他事業

（百万円）

計 
（百万円）

消去又は 
全社 
（百万円） 

連結 

（百万円）

   売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 56,540 18,023 10,034 156 84,753 － 84,753 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 2 － 341 344 (344) － 

計 56,540 18,025 10,034 498 85,098 (344) 84,753 

営業費用  56,264 17,890 9,979 463 84,597 (344) 84,253 

営業利益 275 135 54 35 500 － 500 

 
水産事業 

（百万円） 

一般食品 
事業 

（百万円）

畜産事業 

（百万円）

その他事業

（百万円）

計 
（百万円）

消去又は 
全社 
（百万円） 

連結 

（百万円）

   売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 57,916 17,285 9,602 153 84,956 － 84,956 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 1 － 340 342 (342) － 

計 57,916 17,286 9,602 493 85,298 (342) 84,956 

営業費用  57,779 17,185 9,634 452 85,051 (342) 84,709 

営業利益又は営業損失

（△） 
136 101 △32 41 246 － 246 



２．各事業の主な内容 

水産事業……水産物、水産加工品、日配品及び冷凍食品の販売事業 

一般食品事業……加工食品及び菓子の販売事業 

畜産事業……畜産物及び畜産加工品の販売事業 

その他事業……事務機器、ＯＡ販売、保険代理店事業、物流業務及びコンサルティング事業 

３．営業費用は全て各セグメントに配賦しております。 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

取扱う商品及び提供するサービスの性質を勘案して区分しております。 

２．各事業の主な内容 

水産事業……水産物、水産加工品、日配品及び冷凍食品の販売事業 

一般食品事業……加工食品及び菓子の販売事業 

畜産事業……畜産物及び畜産加工品の販売事業 

その他事業……事務機器、ＯＡ販売、保険代理店事業、物流業務及びコンサルティング事業 

３．営業費用は全て各セグメントに配賦しております。 

４．事業区分の方法の変更 

 事業区分の方法については、従来「食品卸売事業」及び「その他の事業」に区分しており、「食品卸売事

業」の連結売上高、営業利益及び総資産合計が、いずれも全セグメントに占める割合が90％を超えているた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりましたが、当連結会計年度より「水産事業」「一般

食品事業」「畜産事業」「その他事業」に変更しております。 

 これは、平成15年度から進めてきましたリストラ型の中期経営計画「Ｖ字改革21」を見直し、平成17年8

月に新たに策定した中期経営計画「スパイラルアップ2007」において、従来の長野県及び周辺エリアと首都

圏及び中京圏のエリア別管理に加え、「水産事業」「一般食品事業」「畜産事業」の各事業別に戦略の明確

化、施策の実施、採算管理及び業績評価を行う方針としたことに基づき、当社グループの事業実態をより適

切に開示するためのものであります。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１

日 至平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）における本邦以外

の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１

日 至平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）における海外売上

高がないため、該当事項はありません。 

 
水産事業 

（百万円） 

一般食品 
事業 

（百万円）

畜産事業 

（百万円）

その他事業

（百万円）

計 

（百万円）

消去又は 
全社 
（百万円） 

連結 

（百万円）

   売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 115,105 35,042 20,070 345 170,562 － 170,562 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 6 － 641 648 (648) － 

計 115,105 35,048 20,070 986 171,210 (648) 170,562 

営業費用  114,371 34,736 20,067 924 170,100 (648) 169,452 

営業利益 733 311 2 61 1,110 － 1,110 



（１株当たり情報） 

 （注）1. １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）2. １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

  該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額   639.24円

１株当たり中間純利益

金額 
   14.69円

１株当たり純資産額 680.26円

１株当たり中間純利益

金額 
23.66円

１株当たり純資産額  669.17円

１株当たり当期純利益

金額 
35.20円

なお、潜在株式調整後1株当たり中

間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しており

ません。 

同   左 なお、潜在株式調整後1株当たり当

期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しており

ません。 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 338 545 812 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
338 545 812 

期中平均株式数（千株） 23,072 23,070 23,071 

  
前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

純資産の部の合計額（百万円） － 15,758 － 

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円） 
－ 64 － 

（うち少数株主持分） （－） (64) （－）

普通株式に係る中間期末（期末）の純

資産額（百万円） 
－ 15,693 － 

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た中間期末（期末）の普通株式の数

（千株） 

－ 23,070 － 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金 ※2 977     4,244     1,160     

２．受取手形 ※3 545     501     401     

３．売掛金   13,167     16,332     12,858     

４．たな卸資産   3,201     3,015     2,948     

５．その他   2,415     2,402     2,484     

貸倒引当金   △232     △272     △238     

流動資産合計     20,075 50.7   26,223 58.4   19,614 50.6 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産 ※1                   

(1）建物 ※2,4 5,678     5,275     5,462     

(2）土地 ※2 8,548     8,244     8,248     

(3）その他   644     550     594     

計     14,871 (37.6)   14,069 (31.3)   14,304 (36.8)

２．無形固定資産     91 (0.2)   93 (0.2)   99 (0.3)

３．投資その他の資
産 

                    

(1）投資有価証券 ※2 3,556     3,638     3,782     

(2）その他   2,340     2,164     2,281     

貸倒引当金   △1,327     △1,277     △1,285     

計     4,569 (11.5)   4,525 (10.1)   4,778 (12.3)

固定資産合計     19,532 49.3   18,688 41.6   19,182 49.4 

資産合計     39,608 100.0   44,912 100.0   38,796 100.0 

            
 



  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．支払手形 ※2,3 1,055     1,600     882     

２．買掛金 ※2 13,907     19,735     13,461     

３．短期借入金 ※2 3,609     2,490     2,700     

４．一年内返済予定
長期借入金 

※2 923     771     872     

５．未払法人税等   342     209     478     

６．賞与引当金   519     468     569     

７．その他   1,334     1,662     1,384     

流動負債合計     21,691 54.7   26,937 60.0   20,349 52.5 

Ⅱ 固定負債                     

１．長期借入金 ※2 1,985     1,267     1,628     

２．役員退職慰労引
当金 

  238     256     246     

３．債務保証損失引
当金 

  117     36     36     

４．繰延税金負債   369     90     585     

５．その他   207     292     270     

固定負債合計     2,918 7.4   1,943 4.3   2,768 7.1 

負債合計     24,610 62.1   28,880 64.3   23,117 59.6 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     3,719 9.4   － －   3,719 9.6 

Ⅱ 資本剰余金                     

１．資本準備金   3,380     －     3,380     

資本剰余金合計     3,380 8.5   － －   3,380 8.7 

Ⅲ 利益剰余金                     

１．利益準備金   354     －     354     

２．任意積立金   6,376     －     6,376     

３．中間（当期）未
処分利益 

  546     －     940     

利益剰余金合計     7,276 18.4   － －   7,670 19.8 

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    665 1.7   － －   952 2.4 

Ⅴ 自己株式     △44 △0.1   － －   △44 △0.1 

資本合計     14,997 37.9   － －   15,678 40.4 

負債資本合計     39,608 100.0   － －   38,796 100.0 

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本                  

１．資本金    － －  3,719 8.3  － － 

２．資本剰余金            

(1) 資本準備金   －   3,380   －   

資本剰余金合計    － －  3,380 7.5  － － 

３．利益剰余金            

(1）利益準備金   －   354   －   

(2）その他利益剰
余金 

              

圧縮積立金   －   176   －   

別途積立金   －   6,970   －   

繰越利益剰余
金 

  －   721   －   

利益剰余金合計    － －  8,221 18.3  － － 

４．自己株式    － －  △44 △0.1  － － 

株主資本合計    － －  15,276 34.0  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１．その他有価証券
評価差額金 

   － －  754 1.7  － － 

評価・換算差額等
合計 

   － －  754 1.7  － － 

純資産合計    － －  16,031 35.7  － － 

負債純資産合計    － －  44,912 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     85,178 100.0   84,173 100.0   168,787 100.0 

Ⅱ 売上原価     75,522 88.7   74,669 88.7   149,279 88.4 

売上総利益     9,655 11.3   9,503 11.3   19,507 11.6 

Ⅲ 販売費及び一般
管理費 

    9,133 10.7   9,283 11.0   18,558 11.0 

営業利益     522 0.6   220 0.3   948 0.6 

Ⅳ 営業外収益 ※1    312 0.4   274 0.3   563 0.3 

Ⅴ 営業外費用 ※2    37 0.1   24 0.0   66 0.0 

経常利益     796 0.9   469 0.6   1,444 0.9 

Ⅵ 特別利益 ※3   66 0.1   18 0.0   159 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※4,6    60 0.1   13 0.0   74 0.0 

税引前中間
（当期）純利
益 

    802 0.9   474 0.6   1,529 0.9 

法人税、住民
税及び事業税 

  360     136     635     

法人税等調整
額 

  △23 337 0.4 △304 △168 △0.2 △36 599 0.3 

中間（当期）
純利益 

    466 0.5   643 0.8   929 0.6 

前期繰越利益     79     －     79   

自己株式処分
差損 

    －     －     0   

中間配当額     －     －     69   

中間（当期）
未処分利益 

    546     －     940   

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月1日 至平成18年９月30日） 

(注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 圧縮積立

金 
別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
3,719 3,380 3,380 354 176 6,200 940 7,670 △44 14,726 

中間会計期間中の変動額           

別途積立金の積立て (注）           770 △770 －   － 

剰余金の配当 (注）             △92 △92   △92 

中間純利益             643 643   643 

自己株式の取得                 △0 △0 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

                    

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － － － 770 △219 550 △0 550 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
3,719 3,380 3,380 354 176 6,970 721 8,221 △44 15,276 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
952 952 15,678 

中間会計期間中の変動額    

別途積立金の積立て (注)     － 

剰余金の配当 (注)     △92 

中間純利益     643 

自己株式の取得     △0 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△197 △197 △197 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△197 △197 352 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
754 754 16,031 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格に基

づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定） 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同    左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同    左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同    左 

時価のないもの 

同    左 

  (2）デリバティブ 

 時価法 

(2）   ―――――― (2）デリバティブ 

 時価法 

  (3）たな卸資産 

商品 

 移動平均法による原価法 

 なお、一部の生鮮品について

は個別法による原価法によって

おります。 

(3）たな卸資産 

商品 

同    左 

(3）たな卸資産 

商品 

同    左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

を採用しております。なお、主

な耐用年数は、次のとおりであ

ります。 

(1）有形固定資産 

同    左 

(1）有形固定資産 

同    左 

  建物及び構築

物 
15年～38年

    

  (2）無形固定資産 

自社利用のソフトウェア 

 社内における見込利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採

用しております。 

(2）無形固定資産 

自社利用のソフトウェア 

同    左 

(2）無形固定資産 

自社利用のソフトウェア 

同    左 

  その他の無形固定資産 

定額法 

その他の無形固定資産 

同    左 

その他の無形固定資産 

同    左 

  (3）長期前払費用 

定額法 

(3）長期前払費用 

同    左 

(3）長期前払費用 

同    左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同    左 

(1）貸倒引当金 

同    左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に充て

るため、支給見込額のうち当中

間会計期間の負担額を計上して

おります。 

(2）賞与引当金 

同    左 

(2）賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に充て

るため、翌事業年度の支給見込

額のうち当事業年度の負担額を

計上しております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。な

お、当中間会計期間末における

年金資産見込額が、退職給付債

務に未認識過去勤務債務及び未

認識数理計算上の差異を加減し

た額を超過しているため、前払

年金費用を投資その他の資産の

「その他」に含めて計上してお

ります。 

   また、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により、それ

ぞれ発生の翌事業年度から費用

処理することとしております。 

   過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により、発生時から費用

処理しております。 

(3）退職給付引当金 

同    左 

(3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。また、当

事業年度末における年金資産見

込額が、退職給付債務に未認識

過去勤務債務及び未認識数理計

算上の差異を加減した額を超過

しているため、前払年金費用を

投資その他の資産の「長期前払

費用」に含めて計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により、それぞれ発

生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により、発生時から費用

処理しております。 

  （追加情報） 

 当社は、確定給付企業年金法

の施行に伴い、厚生年金基金の

代行部分について、平成17年2

月28日に厚生労働大臣から過去

分返上の認可を受け、平成17年

7月15日に国に返還額（最低責

任準備金）の納付を行いまし

た。 

 なお、これによる当中間会計

期間の損益に与える影響は、軽

微であります。 

――――――――― 

  

  

（追加情報） 

 当社は、確定給付企業年金法

の施行に伴い、厚生年金基金の

代行部分について、平成17年2月

28日に厚生労働大臣から過去分

返上の認可を受け、平成17年7月

15日に国に返還額（最低責任準

備金）の納付を行いました。 

  なお、これによる当事業年度の

損益に与える影響は、軽微であり

ます。 

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間会

計期間末の要支給額を計上して

おります。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員及び執行役員への退職慰

労金の支給に備えるため、内規

に基づく中間会計期間末の要支

給額を計上しております。 

 なお、執行役員制度は平成18

年７月より導入しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

  (5）債務保証損失引当金 

 債務保証等の損失に備えるた

め、被保証先の財政状態等を勘

案し、損失負担見込み額を計上

しております。 

(5）債務保証損失引当金 

同    左 

(5）債務保証損失引当金 

同    左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同    左 同    左 

５．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

 ヘッジ会計の要件を満たす金

利スワップ取引については繰延

ヘッジを採用し、為替予約取引

については振当処理を採用して

おります。 

(1)    ―――――― (1）ヘッジ会計の方法 

 ヘッジ会計の要件を満たす金

利スワップ取引については繰延

ヘッジを採用し、為替予約取引

については振当処理を採用して

おります。 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 借入金の金利支払に係る金利

変動リスクをヘッジするために

金利スワップを採用しておりま

す。また、外貨建金銭債権債務

の為替変動リスクをヘッジする

ために、為替予約取引を利用し

ております。 

(2)    ―――――― (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 借入金の金利支払に係る金利

変動リスクをヘッジするため

に、金利スワップを利用してお

ります。また、外貨建金銭債権

債務の為替変動リスクをヘッジ

するために、為替予約取引を利

用しております。 

  (3) ヘッジ方針 

 ヘッジ対象の識別及びヘッジ

手段の選択は、保有している借

入金または外貨建金銭債権債務

の範囲内で、ヘッジ手段の契約

時に個別に社長決裁稟議を経て

実施する方針であります。 

(3)    ―――――― (3）ヘッジ方針 

 ヘッジ対象の識別及びヘッジ

手段の選択は、保有している借

入金または外貨建金銭債権債務

の範囲内で、ヘッジ手段の契約

時に個別に社長決裁稟議を経て

実施する方針であります。 

  (4) ヘッジ有効性評価の方法 

 毎月末経理財務部において、

ヘッジ対象である借入金または

外貨建金銭債権債務とヘッジ手

段である金利スワップまたは為

替予約残高との対応関係につい

て把握し管理しております。 

(4)    ―――――― (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 毎月末経理財務部において、

ヘッジ対象である借入金または

外貨建金銭債権債務とヘッジ手

段である金利スワップまたは為

替予約残高との対応関係につい

て把握し管理しております。 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等と仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負債その

他に含めて表示しております。 

消費税等の会計処理 

同    左 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年4月1日 
至 平成17年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年4月1日 
至 平成18年3月31日） 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

────── 

   当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は16,031百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

10,274百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

10,752百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

    10,517百万円 

※２ 担保に供している資産及び対

応する債務は下記のとおりで

あります。 

(1）担保に供している資産 

※２ 担保に供している資産及び対

応する債務は下記のとおりで

あります。 

(1）担保に供している資産 

※２．担保に供している資産及び対

応する債務は下記のとおりで

あります。 

(1)担保に供している資産 

建物 938百万円

土地 2,577百万円

計 3,515百万円

建物 887百万円

土地 2,421百万円

計 3,309百万円

建物  912百万円

土地 2,421百万円

計 3,333百万円

(2）対応する債務 (2）対応する債務 (2)対応する債務 

支払手形 110百万円

買掛金 104百万円

短期借入金 995百万円

長期借入金 181百万円

（一年以内返済予定の長期借入

金を含む） 

計  1,391百万円

支払手形 70百万円

買掛金    148百万円

短期借入金    515百万円

長期借入金    537百万円

（一年以内返済予定の長期借入

金を含む） 

計 1,271百万円

支払手形 124百万円

買掛金 87百万円

短期借入金 675百万円

長期借入金 416百万円

（一年以内返済予定の長期借入

金を含む） 

計 1,303百万円

(3) また、預金8百万円及び投資有

価証券445百万円（中間会計期

間末簿価）を取引保証のため

担保に供しております。 

(3) また、投資有価証券451百万円

（中間会計期間末簿価）を取

引保証のため担保に供してお

ります。 

(3) また、投資有価証券498百万円

（期末簿価）を取引保証のた

め担保に供しております。 

※３    ―――――― ※３ 中間期末日満期手形  

中間期末日満期手形の会計処

理については、手形交換日をも

って決済処理をしております。

なお、当中間会計期間の末日は

金融機関の休日であったため、

次の中間期末日満期手形が中間

期末残高に含まれております。 

受取手形    40百万円 

支払手形    587百万円  

※３    ―――――― 

※４ 建物の取得価額から直接減額

した国庫補助金受入による圧

縮記帳額は、33百万円であり

ます。 

※４   同    左 ※４   同    左 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの

は次のとおりであります。 

※１ 営業外収益のうち主要なもの

は次のとおりであります。 

※１ 営業外収益のうち主要なもの

は次のとおりであります。 

受取利息  8百万円

賃貸料    121百万円

受取利息 8百万円

賃貸料 110百万円

受取利息    16百万円

賃貸料  243百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

は次のとおりであります。 

※２ 営業外費用のうち主要なもの

は次のとおりであります。 

※２ 営業外費用のうち主要なもの

は次のとおりであります。 

支払利息   29百万円 支払利息 24百万円 支払利息  56百万円

※３ 特別利益の主なものは次のと

おりであります。 

※３ 特別利益の主なものは次のと

おりであります。 

※３ 特別利益の主なものは次のと

おりであります。 

固定資産売却益  19百万円

投資有価証券売却

益 

  2百万円

貸倒引当金戻入益   35百万円

投資有価証券売却

益 

3百万円

貸倒引当金戻入益 14百万円

固定資産売却益 19百万円

投資有価証券売却

益 

13百万円

貸倒引当金戻入益 45百万円

債務保証損失引当

金戻入益 
80百万円

※４ 特別損失の主なものは次のと

おりであります。 

※４ 特別損失の主なものは次のと

おりであります。 

※４ 特別損失の主なものは次のと

おりであります。 

固定資産除売却損 5百万円

貸倒引当金繰入額 46百万円

減損損失 7百万円

固定資産除売却損 8百万円

貸倒引当金繰入額 1百万円

減損損失 3百万円

固定資産除売却損 34百万円

貸倒引当金繰入額 18百万円

減損損失 7百万円

会員権売却損 2百万円

債権売却損    3百万円

子会社清算損 7百万円

 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ５ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

 ５ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

 ５ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 290百万円

無形固定資産 4百万円

有形固定資産 260百万円

無形固定資産 5百万円

有形固定資産 584百万円

無形固定資産 9百万円

※６ 当社は、保有固定資産を各事

業部別に把握したうえで地域

事業部毎に当該地域の戦略・

顧客政策を勘案してグループ

化し、減損会計を適用してお

ります。 

 継続的な地価の下落及び資

産グループ単位の収益性等を

踏まえ検証した結果、以下の

不動産については、将来キャ

ッシュ・フローによって当該

資産の簿価を全額回収できる

可能性が低いと判断し、帳簿

価格を回収可能額まで減額

し、当該減少額を減損損失

（土地7百万円、建物0百万

円）として特別損失に計上し

ております。 

 なお、当該資産の回収可能

額は正味売却価額により測定

しております。 

※６ 当社は、保有固定資産を各事

業部別に把握したうえで地域

事業部毎に当該地域の戦略・

顧客政策を勘案してグループ

化し、減損会計を適用してお

ります。 

 継続的な地価の下落及び資

産グループ単位の収益性等を

踏まえ検証した結果、以下の

不動産については、将来キャ

ッシュ・フローによって当該

資産の簿価を全額回収できる

可能性が低いと判断し、帳簿

価格を回収可能額まで減額

し、当該減少額を減損損失

（土地3百万円）として特別損

失に計上しております。 

 なお、当該資産の回収可能

額は正味売却価額により測定

しております。 

※６ 当社は、保有固定資産を各事

業部別に把握したうえで地域

事業部毎に当該地域の戦略・

顧客政策を勘案してグループ

化し、減損会計を適用してお

ります。 

 継続的な地価の下落及び資

産グループ単位の収益性等を

踏まえ検証した結果、以下の

不動産については、将来キャ

ッシュ・フローによって当該

資産の簿価を全額回収できる

可能性が低いと判断し、帳簿

価格を回収可能額まで減額

し、当該減少額を減損損失

（土地7百万円、建物0百万

円）として特別損失に計上し

ております。 

 なお、当該資産の回収可能

額は正味売却価額により測定

しております。 

(注) 地域区分のうち、その他は長野県

のエリア外の地域を指します。  

地域 主な用途 種類 
減損損失 

(百万円) 

その他 遊休不動産 

土地及

び建物

等 

7

(注）長野県北信は主に長野エリアを指

します。 

地域 主な用途 種類 
減損損失

(百万円)

長野県

北信 

遊休不動産 土地 3

地域 主な用途 種類 
減損損失

(百万円)

山梨県 遊休不動産 

土地及

び建物

等 

7

 
前事業年度末株式数
（千株） 

当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式 (注) 50 0 － 50 

合計 50 0 － 50 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引に係る注記 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引に係る注記 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引に係る注記 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円) 

有形固定
資産その
他 

605 325 280 

合計 605 325 280 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

有形固定
資産その
他 

681 359 321

合計 681 359 321

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定
資産その
他 

588 329 258

合計 588 329 258

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額等 

未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額等 

未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額等 

未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内    121百万円

１年超    162百万円

計    284百万円

１年以内 115百万円

１年超 210百万円

計 325百万円

1年以内 112百万円

1年超 150百万円

合計  262百万円

(3）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失 

(3）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失 

(3）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失 

支払リース料   68百万円

減価償却費相当額   65百万円

支払利息相当額  2百万円

支払リース料 76百万円

減価償却費相当額 73百万円

支払利息相当額 3百万円

支払リース料  135百万円

減価償却費相当額   129百万円

支払利息相当額 5百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法は

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

(5）利息相当額の算定方法 

利息相当額の算定方法はリース

料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同    左 

(5）利息相当額の算定方法 

同    左 

（減損損失について）  

リース資産に配分された減損損

失はありません。  

（減損損失について）  

同    左 

（減損損失について）  

同    左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間末（平成17年９月30日現在）、当中間会計期間末（平成18年９月30日現在）及び前事業年度末

（平成18年３月31日現在）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（１株当たり情報） 

 （注）1. １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）2. １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額       650.08円        694.89円    679.58円 

１株当たり中間（当期）純

利益金額 
     20.20円   27.88円   40.30円 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 

なお、潜在株式調整後1

株当たり中間純利益金額に

ついては、潜在株式が存在

しないため記載しておりま

せん。 

同   左  なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在

しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 466 643 929 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
466 643 929 

期中平均株式数（千株） 23,072 23,070 23,071 

  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

純資産の部の合計額（百万円） － 16,031 － 

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間期末（期末）の純

資産額（百万円） 
－ 16,031 － 

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た中間期末（期末）の普通株式の数

（千株） 

－ 23,070 － 



(2）【その他】 

平成18年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当につき、次のとおり決議いたしました。 

① 中間配当による配当金の総額………………………69百万円 

② １株当たりの金額……………………………………３円00銭 

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日……………平成18年12月11日 

(注) 平成18年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第56期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月28日関東財務局長に提出。 

（2）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成18年6月26日関東財務局長に提出 

 事業年度（第51期）（自 平成12年４月１日 至 平成13年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 

 平成18年6月26日関東財務局長に提出 

 事業年度（第52期）（自 平成13年４月１日 至 平成14年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 

 平成18年6月26日関東財務局長に提出 

 事業年度（第53期）（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 

 平成18年6月26日関東財務局長に提出 

 事業年度（第54期）（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 

 平成18年6月26日関東財務局長に提出 

 事業年度（第55期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

      平成１７年１２月１２日

株式会社マルイチ産商       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 佐 藤 正 樹   印

  
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 奈 尾 光 浩   印

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社マルイチ産商の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年

４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社マルイチ産商及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 セグメント情報における事業の種類別セグメント情報の(注)4.事業区分の方法の変更に記載されている通り、会社は当

連結会計年度から事業区分を従来の「食品卸売業」「その他の事業」の２区分から、「水産事業」「一般食品事業」「畜

産事業」「その他事業」の４区分に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

      平成１８年１２月７日

株式会社マルイチ産商       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 佐 藤 正 樹   印

  
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 奈 尾 光 浩   印

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社マルイチ産商の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社マルイチ産商及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

      平成１７年１２月１２日

株式会社マルイチ産商       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 佐 藤 正 樹   印

  
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 奈 尾 光 浩   印

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社マルイチ産商の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第５６期事業年度の中間会計期間（平成１７年

４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社マルイチ産商の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年

４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

      平成１８年１２月７日

株式会社マルイチ産商       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 佐 藤 正 樹   印

  
指定社員
業務執行社員 

  公認会計士 奈 尾 光 浩   印

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社マルイチ産商の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第５７期事業年度の中間会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株

主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社マルイチ産商の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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